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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　吸入器と共に使用するための投与量計数器であって、薬剤の投与量を投与するための相
互作動手段を備えた薬剤に対する容器を備え、前記相互作動手段が、第１の軸線に沿って
動作し、前記投与量計数器が、
　第２の軸線の周りを回転可能な表示器部材であって、１以上の投与量が投与されるとき
所定の計数表示動作を経るように構成及び配列され、前記第２の軸線が、前記第１の軸線
に対して鈍角に配置される、表示器部材と、
　ウォーム軸線の周りを回転可能なウォームであって、前記表示器部材を駆動するように
構成及び配列され、前記ウォーム軸線と前記第２の軸線とが、交差せず、かつ、互いに対
して垂直の配列に配置されない、ウォームと、
　を備え、
　前記ウォーム軸線が、前記第１の軸線に対して１８０度～１６０度の角度に配置され、
　前記相互作動手段が前記第１の軸線に沿って動作することにより前記ウォームが前記ウ
ォーム軸線の周りで回転し、前記ウォームが前記ウォーム軸線の周りで回転することによ
り前記表示器部材が前記第２の軸線の周りで回転する、
投与量計数器。
【請求項２】
　ディスペンサーと共に又はディスペンサーの一部として使用するための作動装置であっ
て、請求項１に記載の投与量計数器を備える、作動装置。
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【請求項３】
　請求項１に記載の投与量計数器を備えるディスペンサー。
【請求項４】
　請求項２に記載の作動装置を備えるディスペンサー。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ディスペンサーのための投与量計数器、具体的には、相互作動手段を備えた
薬剤に対する容器を備える定量吸入器と共に使用するための投与量計数器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　加圧式定量吸入器が１９５０年代中頃に導入されて以来、吸入は、気管支拡張薬及びス
テロイドを喘息患者に気道に送達するために広く使用される経路となっている。最も最近
では、加圧式吸入器からの吸入は、気管支疾患の治療に本来関係のない他の薬物の投与の
ために選択される経路となっている。
【０００３】
　加圧式定量吸入器は、定量分配弁（本明細書でキャニスターとほぼ称される）及び作動
装置を備えたエアゾール容器をほぼ備える。作動装置は、キャニスター（典型的には絞り
弁の弁ステム）を保持するためのノズルブロック及びマウスピース等のユーザーポート、
並びに任意であるが、典型的に使用される、エアゾール容器を収容するための円筒のハウ
ジングをほぼ備える。エアゾール容器は、ほぼ、液化性の噴射剤及び薬剤、並びに所望さ
れる及び／又は必要とされる場合、界面活性剤又は溶媒等の１以上の賦形剤を備える、加
圧式エアゾール製剤を含有する。薬剤は、分散の形態又はエアゾール製剤中の溶液として
の形態であってもよい。定量分配弁は、ほぼエアゾール製剤の定量を投与するための、容
器に対して内部に動かされる弁ステムを備える。キャニスターは、作動装置中に挿入され
、弁ステムが作動装置のノズルブロックを係合させる。使用中、患者は、唇をマウスピー
スの周りに置き、エアゾール容器の底部を押すと、容器が弁ステムに対して動いて、マウ
スピースを通して薬剤投与量を噴射することになる。
【０００４】
　かかる既知の吸入器の使用から生じる不都合のうちの１つは、患者が、任意の所定の時
点での容器中の薬剤の量を容易に判断できないということである。極端な場合、これは、
薬剤投与を必要とする患者が、その内容物がすでに使い果たされているために吸入器が投
与量を投与しないことを見出すかもしれないことを意味し得る。
【０００５】
　定量吸入器、具体的には、例えば、独国特許第１０　２００６　０４９　６１４号（Ｒ
ＰＣ　Ｆｏｒｍａｔｅｃ　ＧｍｂＨ）、国際公開第２０００／５９８０６号（Ａｌｌｓｏ
ｐら）、国際公開第１９９８／５６４４４号（Ｒａｎｄら）、米国特許第５，３４９，９
４５号（Ｗａｓｓら）、米国特許第５，８７１，００７号（Ｃｌａｒｋ）、国際公開第１
９９９／３６１１５号（Ｂｌａｃｋｅｒら）、国際公開第１９９９／５７０１９号（Ｇｒ
ｙｃｈｏｗｓｋｉら）、国際公開第２００４／０４１３３４号（Ｂａｎｇ　＆　Ｏｌｕｆ
ｓｅｎ）、国際公開第２００５／０６０５３５号（Ｐｕｒｋｉｎｓら）、国際公開第２０
０７／１２４４０６号（Ｓｔｕａｒｔら）、国際公開第０６／０６２４５０号（Ｈｏｒｌ
ｉｎｅｓ）、及び国際公開第１９９３／０２４１６７号（Ｈｏｌｒｏｙｄ）に記載される
投与量計数器を含む、加圧式定量吸入器と共に使用するための投与量計数器について、多
くの提案がなされている。エアゾール容器の底部上に装着されるものもあり（例えば、国
際公開第１９９９／５７０１９号）、エアゾール容器のフェルール上に装着されるものも
あり（例えば、国際公開第１９９８／５６４４４号）、またノズルブロックの近く及び又
は周囲の空間のエアゾール容器の下の作動装置の内部内に保持されるものもある（例えば
、国際公開第２００７／１２４４０６号及び国際公開第２００５／０６０５３５号）。
【発明の概要】
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【課題を解決するための手段】
【０００６】
　ノズルブロックの近く及び／又は周囲の空間におけるエアゾール容器の下の作動装置の
内部内に保持された、投与量計数器のタイプの組み込みは、ユーザー（該ユーザーはしば
しば、いかなる変化についてもかなり保守的であり、不安を感じる）の視点から見て、投
与量表示の提供以外にも、かかる投与量計数器の使用が、いかなる変更も伴わずに吸入器
の提供を可能にし得るという点で、ほぼ有利である。更に、作動装置の内部内に保持され
た投与量計数器は、投与量計数器の寸法が、ノズルブロックの近く及び／又は周囲のエア
ゾール容器の下の空間に完全に位置するのに十分な程小さい場合、形態又は寸法における
いかなる変化も伴わずに吸入器の提供を可能にし得る。前述の空間に嵌合するのに十分な
程小さい高計数投与量計数器（２００を超える数を計数することができる計数器）を提供
し、同時に、一般ユーザーにとって読みやすい表示を有し、望ましく頑強である投与量計
数器を提供することは困難であることが見出されている。
【０００７】
　したがって本発明の一態様は、吸入器と共に使用するための投与量計数器であって、薬
剤の投与量を投与するための相互作動手段を備えた薬剤に対する容器を備え、前記相互作
動手段が、第１の軸線に沿って動作し、投与量計数器が、
　第２の軸線の周りを回転可能な表示器部材であって、１以上の投与量が投与されるとき
所定の計計数表示動作を経るように構成及び配列され、第２の軸線が、前記第１の軸線に
対して鈍角に配置される、表示器部材と、ウォーム軸線の周りを回転可能なウォームであ
って、表示器部材を駆動するように構成及び配列され、ウォーム軸線と第２の軸線とが、
交差せず、かつ、互いに対して垂直の配列に配置されない、ウォームと、を備える。
【０００８】
　表示器部材がウォームによって駆動される場所であり、その軸線が表示器部材の回転の
軸線に対して垂直でない、第１の軸線（作動の軸線）対して表示器部材を鈍角に構成及び
整列することによって、２００を超える投与量の使用を計数し、表示することができ、同
時に、例えば、製造において及び／又は効果的な使用において、望ましく頑強であり得る
、望ましく少量の投与量計数器を提供し得ることが見出されている。
【０００９】
　空間の使用を更に最小化するために、具体的には、第１の軸線に沿った投与量計数器の
全体的な長さを最小化するために、好ましくはウォーム軸線及び第１の軸線は、同軸でな
い。最小限の空間において、効果的／効率的な投与量計数作動をなおも更に促進するため
に、ほぼ、ウォーム軸線が第１の軸線に対して１８０度の角度（「厳密に平行の整列」）
～１６０度の角度に配置されるように、より好ましくはウォーム軸線が第１の軸線に対し
て平行の整列にあるように、計数器を配列することが望ましい。ウォーム軸線が第１の軸
線に対して平行の整列にあるような実施形態では、第１及び第２の軸線は、互いに対して
鈍角に配置されるため、第２の軸線もまた、ウォーム軸線に対して鈍角に配置される。
【００１０】
　望ましくは第１及び第２の軸線は、交差する。望ましくは第１の軸線及びウォーム軸線
は、交差しない。
【００１１】
　小型の寸法及び／又は頑強性の提供をなおも更に促進するために、第１及び第２の軸線
は、好ましくは互いに対して１４５度以下、より好ましくは互いに対して１３５度以下、
更により好ましくは互いに対して１２５度以下、最も好ましくは互いに対して１２０度以
下の鈍角に配置される。第１及び第２の軸線は、好ましくは互いに対して９５度以上、よ
り好ましくは互いに対して１００度以上、更により好ましくは互いに対して１０５度以上
、最も好ましくは互いに対して１１０度以上の鈍角に配置される。
【００１２】
　好ましくは表示器部材は、ウォームとの相互作用のための領域を備え、表示器部材のこ
の領域及びウォームは、望ましくは、表示器部材の領域の少なくとも１つの部分がウォー
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ムのねじ山の少なくとも１つの部分とかみ合うように構成及び配列される。表示器部材の
この領域を、ウォームホイールと同様に構成及び整列することが有利であることが見出さ
れている。かかるウォームホイールは、表示器部材に固着された若しくは表示器部材に間
接的に結合された別個の構成要素であり得るか、又はかかるウォームホイールは、表示器
部材と統合され得る。
【００１３】
　ウォームによる、表示器部材の効果的及び効率的な駆動を更に促進するために、ウォー
ム軸線と第２の軸線との間の角度に対して、ウォームフライト（ねじ山）のウォーム軸線
から外縁までのウォームの断面の半径は、好ましくはほぼウォーム軸線に沿って増加する
。ウォームシャフトの断面の直径は、好ましくはウォーム軸線に沿ってほぼ増加し得、及
び／又はウォーム軸線に対して垂直のウォームねじ山の断面の幅は、好ましくはほぼウォ
ーム軸線に沿って増加し得る。
【００１４】
　本発明の更なる態様は、ディスペンサーと共に又はディスペンサーの一部として使用す
るための作動装置を含み、前記作動装置は、本明細書に記載される投与量計数器を備える
。好ましくは投与量計数器は、作動装置の内部内に装着される。
【００１５】
　本発明の他の態様は、本明細書に記載される投与量計数器を含むディスペンサー及び本
明細書に記載される作動装置を含むディスペンサーを含む。好ましくはかかるディスペン
サーは、定量ディスペンサー、より好ましくは定量吸入器、及び最も好ましくは加圧式定
量吸入器であり得る。
【００１６】
　具体的には、圧力調整された定量吸入器の好ましい実施形態は、本明細書に記載される
投与量計数器を備え、望ましくは投与量計数器は、使用中、投与量計数器がエアゾール容
器（又は該容器及び絞り弁を含むキャニスター）の下に及び／又は作動装置のノズルブロ
ックの周囲にほぼ位置付けられるように、作動装置の内部内に装着される。
【００１７】
　他の好ましい実施形態は、従属請求の範囲から明白となるであろう。
【００１８】
　本発明の上述の「課題を解決するための手段」は、本発明の開示される各実施形態又は
全ての実施を記載することを目的としていない。以下の説明により、例示的な実施形態を
より具体的には例示する。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
　例としてのみであるが、本発明の実施形態は、ここから添付図面を参照して説明される
ことになる。
【図１】例示的な圧力調整された定量吸入器を通じる垂直の断面図の概略の及び一部の図
。
【図２】本発明に従った例示的な投与量計数器の斜視図。
【図３】本発明に従った例示的な投与量計数器の分解図（図３に例証される投与量計数器
は、ハウジングにおいて窓が提供されず、計数器のハウジングが透明であるという点で、
図２に例証される実施形態とは異なる）。
【図４】異なる角度から見た、図３に例証される投与量計数器の別の分解図。
【図５ａ】それぞれ表示器部材を伴わない及び表示器部材を伴う、図３に例証される投与
量計数器の上からの切欠図。
【図５ｂ】それぞれ表示器部材を伴わない及び表示器部材を伴う、図３に例証される投与
量計数器の上からの切欠図。
【図６ａ】第１の軸線及びウォーム軸線（図６ａ）、並びに第１及び第２の軸線（図６ｂ
）を示す、図３に例証される投与量計数器を通じる、部分的な垂直の断面図。
【図６ｂ】第１の軸線及びウォーム軸線（図６ａ）、並びに第１及び第２の軸線（図６ｂ
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）を示す、図３に例証される投与量計数器を通じる、部分的な垂直の断面図。
【図７ａ】基礎的な動作、並びにウォームの構成及び配列、及びウォームの転の選択され
た角度での表示器部材を例証する、図３に例証される投与量計数器を通す、部分的な垂直
の断面図。
【図７ｂ】基礎的な動作、並びにウォームの構成及び配列、及びウォームの転の選択され
た角度での表示器部材を例証する、図３に例証される投与量計数器を通す、部分的な垂直
の断面図。
【図７ｃ】基礎的な動作、並びにウォームの構成及び配列、及びウォームの転の選択され
た角度での表示器部材を例証する、図３に例証される投与量計数器を通す、部分的な垂直
の断面図。
【図７ｄ】基礎的な動作、並びにウォームの構成及び配列、及びウォームの転の選択され
た角度での表示器部材を例証する、図３に例証される投与量計数器を通す、部分的な垂直
の断面図。
【図７ｅ】基礎的な動作、並びにウォームの構成及び配列、及びウォームの転の選択され
た角度での表示器部材を例証する、図３に例証される投与量計数器を通す、部分的な垂直
の断面図。
【図７ｆ】基礎的な動作、並びにウォームの構成及び配列、及びウォームの転の選択され
た角度での表示器部材を例証する、図３に例証される投与量計数器を通す、部分的な垂直
の断面図。
【図７ｇ】基礎的な動作、並びにウォームの構成及び配列、及びウォームの転の選択され
た角度での表示器部材を例証する、図３に例証される投与量計数器を通す、部分的な垂直
の断面図。
【図８】図３に例証される投与量計数器のハウジングの下部の内側。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　本発明は、本明細書に記載される発明の具体的な、好適な、望ましい、好都合な、有利
な、及び好ましい態様の全ての組み合わせを含むことを理解されたい。
【００２１】
　本発明のよりよい理解のために、実例的で例示的な圧力調整された定量吸入器が最初に
記載されるであろう。図１は、例示的な圧力調整された定量吸入器（５）を通じる垂直の
断面図の略図を提供する。例証される加圧式定量吸入器（５）は、次の構成要素を備える
：キャニスター（１５）、作動装置（２０）、及び投与量計数器（２００）。投与量計数
器は、その外部輪郭が外形線形態である図表で示されるのみであり、有利にそれは本発明
に従った投与量計数器であり、具体的には図２に例証される例示的な投与量計数器又は代
替的に図３に例証される投与量計数器である（双方とも下に詳細に考察される）。キャニ
スター（１５）は、フェルール（１８）を介して止着された絞り弁（１７）を備えたエア
ゾール容器（１６）を含む。絞り弁（１７）は、とりわけ弁ステム（１９）、ほぼ、計量
室、及びバネ（２４）を定める弁本体（２３）を含む。絞り弁（１７）はまた、ボトル空
けとしての機能を果たす及び／又はプレ計量室を定める、外部弁本体（２５）を含み得る
。実例には示されないが、容器（１６）は、典型的には、ほぼ、少なくとも１つの活性剤
（少なくとも１つの薬剤等）及び液化性の噴射剤（例えば、ＨＦＡ　１３４ａ及び／又は
ＨＦＡ　２２７）、並びに任意に１以上の賦形剤を備えるエアゾール製剤を含有する。作
動装置（２０）及びキャニスター（１５）は、弁ステム（１９）が作動装置内に提供され
るノズルブロック（２１）と係合し、その結果、したがってキャニスターが作動装置に保
持されるように配列される。使用中（エアゾール容器が実際に薬剤エアゾール製剤を含有
するとき）、ユーザーは、容器（１６）を押下げることによってマウスピース（２２）を
介して薬の単投与量を投与するために、圧力調整された定量吸入器（５）を作動させる。
ユーザーがそれを押下げるとき（したがって弁バネ（２４）を圧縮する）、弁ステム（１
９）がノズルブロックによって固定状態で維持され、容器（１６）が下向きに移動すると
いう事実に起因して、絞り弁ステムと容器との間に相対的な相互動作が存在する。この作
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動（外向き）行程に対して、一旦、容器が十分に下向きに移動すると、弁ステム（１９）
の内溝（２６）が内部ガスケット封（２８）を通過し、その結果、計量室が密閉され、一
旦、容器が更に十分に下向きに移動すると、弁ステム（１９）の外部分の開口部（２７）
は、外部ガスケット（２９）を通過して計量室に入り、その結果、絞り弁は、薬剤含有製
剤の定量を噴射する（投与する）ことになる（すなわち計量室内のその量の製剤）。作動
後、一旦、ユーザーが容器を解放すると、その帰還行程にある容器は、弁ステムに対して
上向きに（弁バネの拡張の力の下で）移動してその静止位置に戻ることになる。絞り弁と
エアゾール容器との間の相互動作の長手方向軸線は、「Ａ」と標識化される（すなわち第
１の軸線、及び時には作動軸線とも称される）。例証されるように、投与量計数器（２０
０）は、ノズルブロック（２１）の近く及び周囲の容器の下にほぼ位置付けられる、作動
装置（２０）の内部内に装着される。図１に示すように、投与量計数器が、作動装置後壁
（３１）における窓（３０）を通じて表示を見ることができる、表示の視覚化を可能にす
る窓（２１５）を提供してもよい。代替的に、投与量計数器は、投与量計数器における窓
を提供する必要を必ずしも伴わずに表示の視覚化を可能にする透明ハウジングを提供して
もよい。一旦、装着された投与量計数器は、投与量計数器が吸入器のユーザーによって除
去されなくてもよいように、キャニスター（１５）が除去されるときでさえも、望ましく
は作動装置内の位置に留まる。
【００２２】
　本明細書に記載される投与量計数器はまた、エアゾール容器及びディップチューブを取
り付けた絞り弁を含むキャニスターと共に使用するための作動装置に関連して使用されて
もよい（例えば、経鼻作動装置）。具体的には、かかる作動装置及びキャニスターに関連
して、望ましくは投与量計数器は、使用中、投与量計数器が、作動装置のノズルブロック
の近く及び／又は周囲の容器の上にほぼ位置付けられるように、作動装置の内部内に装着
される。
【００２３】
　上述のように、本発明は、ディスペンサーに関連して使用するための投与量計数器に関
し、具体的には、薬の計量投与のためにディスペンサーと共に使用するための投与量計数
器に関する。本明細書の説明及び実例において、上、底、上方、下方、垂直、水平、上向
き、下向き、真下、上方、等の配向の参照は、本質的に限定するようには意図されず、読
者に視覚的な参照を提供するにすぎない。本明細書に記載される投与量計数器は、任意の
配向で、例えば、本明細書に例証される（例えば、図２にあるような）配向で、又は上下
逆で、機能するであろう。上に示されるように、本明細書に記載される投与量計数器は、
作動装置の内部内に、具体的には投与量計数器が、容器の真下にあるように、装着されて
もよい。再び、「真下」という用語は、本質的に限定するようには意図されず、上下逆の
配向で、又はかかる反対の配向で動作する場合、投与量計数器は、容器の「上方」にある
ことが理解されるであろう。
【００２４】
　図２は、本発明に従った例示的な投与量計数器の斜視図である。図２から理解され得る
ように、投与量計数器（２００）の稼働中の構成要素は、ハウジング（２１０）内に含有
され、蓋（２２０）によって保持され、そこでは本質的に表示（２１６）のみが窓（２１
５）を介して可視的である。代替的に、投与量計数器ハウジングの側壁（２１４）を通し
て表示が見られ得るように、完全なハウジングが透明な物質により提供されてもよい。か
かる例示的な投与量計数器は、図３～８に例証され、そこではハウジングは、透明な物質
で作製され、ハウジングにおいて窓が提供されない。
【００２５】
　図３及び４は、第１の軸線（Ａ）（作動軸線）の周りのそれらの位置に関連して配向さ
れる、投与量計数器（２００）の２つの異なる方向からの分解図を表す。蓋（２２０）及
びハウジング（２１０）の他に、投与量計数器（２００）は、表示器部材（２７０）及び
ウォーム（３００）を備える。投与量計数器が、図１に例証される圧力調整された定量吸
入器等の吸入器と組み合わせて使用されるとき、投与量計数器は、表示器部材（２７０）
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が後ろへ向き、その結果、作動装置中に提供される窓（３０）を通して、表示器部材の単
数又は複数の担持表面（２７２）上に提供される表示（２１６）が見れるように、作動装
置内に装着されてもよい。表示器部材（２７０）は、１以上の投与量が投与されるとき、
所定の計数表示動作を経るように構築及び配列される。表示器部材（２７０）が第２の軸
線（２７１）の周りを転可能であり、第２の軸線が第１の軸線（Ａ）に対して鈍角に配置
されることが認識され得る。後者は、第１及び第２の軸線（Ａ及び２７１）並びに鈍角（
α）を示す、例示的な投与量計数器に通じる、部分的な垂直の断面図を示す図６ｂで最も
よく見られる。（ウォームは、図６ｂに示されていない。）図５ｂ（上からの表示器部材
を示す）と組み合わせて図６ｂ（側面からの表示器部材を示す）を見ると、第２の軸線（
２７１）が第１の軸線（Ａ）と交差していることが認識されるであろう。例証される、例
示的な実施形態では、鈍角は、約１１５度である。
【００２６】
　上に示されるように、好ましい実施形態では、第１及び第２の軸線は、互いに対して１
４５度以下、具体的には互いに対して１３５度以下、より具体的には互いに対して１２５
度以下、最も具体的には互いに対して１２０度以下の鈍角に配置される。第１及び第２の
軸線は、好ましくは互いに対して９５度以上、より好ましくは互いに対して１００度以上
、更により好ましくは互いに対して１０５度以上、最も好ましくは互いに対して１１０度
以上の鈍角に配置される。上に示されるように、望ましくは第１及び第２の軸線は、交差
する。
【００２７】
　上に示されるように、表示器部材は、望ましくは、表示器部材が、例えば、容器中に含
有されている投与量の数若しくは薬剤の量、及び／又は容器から投与される投与量の数若
しくは薬剤の量、及び／又は前器から投与され得る薬剤が前記容器中に依然として含有さ
れていること、及び／又は容器が空である若しくは空であると考えられること、を表示す
るための単数又は複数の表示支持表面を備える。表示は、表示器部材の周囲の、値が増加
するか、又は値が減少するかのいずれかの連続番号の形態であってもよい。あるいは、又
は更に、所望される場合、表示は、色であってもよい。例えば、色の変化、例えば緑色か
ら赤色への変化を使用して、薬剤容器中に残っている薬剤の相対的レベルを表示してもよ
い。かかる場合、薬剤状態の表示は、十分であるが、投与量計数器は、依然として、投与
された各投与量を計数することがほぼ必要とされる。他の表示は、当業者に既知となろう
。単数又は複数の表示提供のための相対的に大きい面積の提供を好都合に可能にし、した
がって見ることの容易さを促進するために、表示器部材の単数又は複数の表示支持表面は
、望ましくは第２の軸線に対して円錐又は円錐台の表面である。
【００２８】
　例証される例示的な実施形態では、表示器部材（２７０）は、２００から２０ずつゼロ
まで減少する数字の形態で、外側円錐台の表示担持表面（２７２）の周りに配置された、
一連の表示（２１６）を有する（例えば、図４を参照されたい）。円錐台の表示担持表面
（２７２）は、表示（２１６）を担持する表面の部分が作動装置の窓（３０）を通して可
視的であるように配列され（図１参照）、表示が真正面で見ることができるように、垂直
に配向される。
【００２９】
　図３及び４を参照すると、ウォーム（３００）が典型的にはウォームねじ山（３０４）
及び中央シャフト（３０１）を含むことが見られ得る。ウォームは、下でより詳細に考察
されるように、表示器部材（２７０）を駆動するように構成及び配列される。ウォームは
、図３で「Ｗ」と標識化された、ウォーム軸線の周りを回転可能である。ハウジング（２
１０）の内側を示す図８を参照すると、例証される実施形態では、ウォームのブラインド
中央穴（３０２）（例えば、図４で可視的である）は、ウォームがその垂直の軸線（Ｗ）
の周りを自由に回転できるように、ハウジング（２１０）の底面から延びる垂直の柱（２
１９）を係合させる。図６ａは、ウォームが、ハウジングの下の区分（２２９）から延び
る柱（２１９）上のハウジング内に装着される様態を示す。投与量計数器を通じる部分的
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な垂直の断面図を提供する図６ａ及び６ｂを参照すると（図６ａはウォームを伴うが、表
示器部材を伴わず、図６ｂはウォームを伴わないが、表示器部材を伴う）、ウォーム軸線
（Ｗ）及び第２の軸線（２７１）が互いに対して垂直の整列に配置されていないことが見
られ得る。上からの切欠図を提供する図５ｂを参照すると、ウォーム軸線（Ｗ）及び第２
の軸線（２７１）が交差していないことが見られ得る。
【００３０】
　ほぼ、ウォーム及び第２の軸線は、ウォームが表示器部材を駆動するように配列される
ため、同軸でない。ウォーム及び第２の軸線が平行であり得る一方で、望ましい機能性及
び空間の最適な使用のために、望ましくはそれらは互いに対して平行でない。
【００３１】
　上述のように、好ましくはウォーム軸線及び第１の軸線は、同軸でない。ウォーム軸線
は、第１の軸線と交差しないことが所望される。
【００３２】
　ウォーム軸線が、第１の軸線に対して１８０度の角度（「厳密に平行の整列」）～１６
０度（を含む）の角度に配置されるように、計数器を配列することが好都合である。（例
えば、設計、組立、及び製造、並びに動作における、強化された簡便性に起因して）ウォ
ーム軸線を第１の軸線に対して平行の整列に配置することがより好都合である。かかるよ
り好ましい実施形態に関連して、例えば、製造及び組立における許容度のため、稼動中の
、大量生産された投与量計数器におけるウォーム軸線は、第１の軸線に対して厳密に平行
の整列（「本質的に平行の整列」）からプラス又はマイナス３度で配置されてもよいこと
を理解されたく、したがってこの理由のために、「ウォーム軸線は第１の軸線に対して平
行の整列に配置される」という一般的な句は、「厳密に平行の」並びに「本質的に平行の
」整列を含むことが理解されよう。
【００３３】
　例証される例示的な実施形態では、ウォーム軸線（Ｗ）は、第１の軸線（Ａ）に対して
平行であり、それは図３～６ａ又は図８のどれでも１つを研究することから理解されるで
あろう。図８では、垂直の柱（２１９）がハウジングの中央穴（２１７）の中央から外れ
て位置付けられることが見られ得る。
【００３４】
　望ましくは表示器部材は、ウォームとの相互作用のための領域を備え、表示器部材の領
域及びウォームは、表示器部材の領域の少なくとも１つの部分がウォームのねじ山の少な
くとも１つの部分とかみ合うように、構成及び配列される。より望ましくは、かかる表示
器部材の領域は、ウォームホイールとして構成及び配列される。
【００３５】
　例証される実施形態を参照すると（例えば、図３及び５ｂを参照されたい）、表示器部
材（２７０）の内部表面（２７３）、すなわち表示器部材の表示担持表面（２７２）と反
対の表面は、内部表面から外向きに延び、ウォームホイールを形成する円形パターンに配
列される、突出した部材（２７４）を含むことが見られ得る。例証される実施形態では、
突出した部材は、面取りされた縁を備える楕円形であるスポーク（２７４）の形態である
。スポークは、望ましくは、ねじ山がそれらの間を通過し、高い方のスポーク（２７４ａ
）の下面（３２１ａ）及び下のスポーク（２７４ｂ）の上面（３２２ｂ）を係合させるこ
とを可能にするために十分な間隔を空ける（図７ｅ参照）。図７ｄから理解され得るよう
に、それがウォーム（３００）を通り過ぎる通過中に、スポーク（２７４）の異なる配向
を許容するために、及び通過中に、ねじ山及びスポークの異なる部分の相互作用を許容す
るために、十分な余地を提供することが望ましい。
【００３６】
　突出した部材は、ウォームのねじ山との係合に好適な任意の形態、例えば、スポーク、
リブ、柱、ラグ、ノブ、ピン等の形態であってもよい。投与量計数器の具体的な構成及び
配列に依存して、ウォームホイールは、放射状に外向きに延びる突出した部材から形成さ
れてもよいことが理解されよう。ウォームホイールは、表示器部材の統合した構成要素で
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あってもよく（例えば、例示的な投与量計数器に例証されるように）、又は代替的にウォ
ームホイールは、表示器部材に適切に直接的に固着された若しくは間接的に結合された別
個の構成要素であってもよい。
【００３７】
　例証される、例示的な投与量計数器では、ウォーム（３００）のねじ山（３０４）は、
ウォーム（３００）の上から見たときほぼ上向きに持ち上がり、３６０度を超えて延びる
（１巻よりも大きな巻き数）。ウォームねじ山の垂直の重なりは、巻きの少なくとも短い
部分について、２つの突出した部材が同時に係合されるため、表示器部材（２７０）上の
少なくとも１つの突出した部材（２７４）との永久的な係合を有利に許容する。かかる係
合は、表示器部材（２７０）が独立して回転するのを最小化又は防止すること、及び出発
する突出した部材の止着された（依然として係合している）位置付けに起因して、到着す
る突出した部材の侵入の正確性を強化すること含む、複数の理由のために有利である。
【００３８】
　したがって、ほぼ、３６０度を超えて延びる（すなわち、１巻よりも大きな巻き数）、
より具体的には３６５度を超えて延びる、最も具体的には３７５度を超えて延びる、ウォ
ームねじ山を提供することが有利である。所望される場合、ウォームねじ山は、２巻より
も大きな巻き数を有してもよいが、機能性のために、及び製造の容易性のために、具体的
には１巻よりも大きな巻き数を有する一方で、２つ以下の巻きを有することが有利である
ことが見出されている。
【００３９】
　ウォーム軸線と第２の軸線との間の角度に対して、ウォームフライトのウォーム軸線か
ら外縁までのウォームの断面の半径は、望ましくはほぼウォーム軸線に沿って増加する。
これは、ほぼ、ウォーム軸線に沿ってウォームシャフトの断面の直径を増加させることに
よって、又は、ほぼウォーム軸線に沿ってウォーム軸線に対して垂直のウォームねじ山の
断面の幅を増加させることによって、又は両方によって、達成されてもよい。
【００４０】
　図７（具体的には図７ａ、７ｄ、及び７ｇ）を参照すると、例示的な実施形態では、ウ
ォーム軸線（Ｗ）に対して垂直のウォームねじ山（３０４）の断面の幅は、ウォーム軸線
に沿ってほぼ増加することが見られ得る。具体的には、外縁（３０５）は、ウォーム軸線
（Ｗ）からの垂直距離が、巻きの増加する角度と共に、及びねじ山（３０４）がウォーム
（３００）の上に向かって持ち上がるにつれて増加する、軌道を有する。したがってウォ
ーム軸線からウォームフライトの外縁までのウォームの断面の半径は、ほぼウォーム軸線
に沿って増加する。これは、表示器部材（２７０）がウォーム（３００）によって駆動さ
れている間、表示器部材（２７０）上１以上の突出した部材（２７４）のねじ山（３０４
）の部分とのかみ合わせを促進するが、第２の軸線及びウォーム軸線（２７１、Ｗ）は、
互いに対して垂直の整列にない。図７ａから理解され得るように、例証される、例示的な
実施形態では、第２の軸線は、好ましくはウォーム軸線に対して鈍角（β）に配置される
。
【００４１】
　フライトの外縁の増加の軌道／率は、垂直距離と、弓又は線状であってもよい。ほぼ弓
は、表示器部材に伴う突出した部材のより正確な追跡を許容するために有利であるが、実
践上は、延びの線状の率もまた、十分な追跡を提供するために好適に正確であることが見
出されており、双方とも有利に、ウォームの係合部分／表面と表示器部材との間の過度の
クリアランスに起因する表示器部材の望ましくないぐらつきを最小化又は防止する。例証
される例示的な投与量計数器では、ほぼウォーム（３００）の各々完全な（３６０度）巻
きは、表示器部材（２７０）の１５度の回転を提供する。例証される例示的な投与量計数
器では、１つ計数すると、ウォームが約３６度回転し、表示器部材を約１．５度駆動する
。
【００４２】
　望ましくはウォームは、投与量が投与される毎に、所定の回転動作を経るように構成及
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び配列される。かかる回転動作は、１以上の投与量が投与されるとき、その所定の計数表
示動作を達成するように、表示器部材を駆動する。表示器部材は、投与量が投与される毎
に、所定の計数表示動作を経てもよく、又は代替的に表示器部材は、複数の投与量が投与
された後に、例えば５の投与量毎、又は１０の投与量毎の後に、所定の計数表示動作を経
る。投与量計数器は、望ましくは、相互作動手段（例えば、弁）及び容器の、相互動作と
協調したウォームの所定の回転動作を誘導するように構成及び配列される。
【００４３】
　図２及び３に例証される例示的な投与量計数器は、好ましくは、前述の構成要素に加え
て、計数器部材（２４０）、計数転送部材（２５０）、索引付け部材（２３０）、及びバ
ネ（２６０）を含む。例えば、図３及び４から捉えることができるように、これらの構成
要素の全ては、第１の軸線（Ａ）の周りに配向される。例示的な投与量計数器はまた、ウ
ォーム（３００）と同軸（ウォーム軸線に沿って（Ｗ）回転可能）に提供されるギア（３
０３）を備える。例証される実施形態では、ギア（３０３）は、ウォーム（３００）の中
央シャフト（３０１）の上端部に形成される統合した部分であるが、代替的な実施形態で
は、ギアは、ウォームと適切に直接的に固着又は間接的に結合された別個の構成要素であ
ってもよい。
【００４４】
　例証される実施形態では、計数器部材（２４０）並びに計数転送部材（２５０）は、望
ましくは、投与量が投与される毎に、それぞれ所定の計数又は計数転送動作を経るように
構築及び配列される。ほぼ計数部材（２４０）は、計数転送部材（２５０）の（回転又は
本質的に回転）移動を誘導し、計数転送部材は、ウォーム（３００）の回転移動を誘導し
、それは次に表示器部材（２７０）の回転移動を誘導する。
【００４５】
　計数器部材（２４０）は、第１に計数転送部材と、第２に蓋上に提供されるラチェット
部材と（複数可）、第３に索引付け部材（具体的にはその鋸歯突出部）と、及び第４に再
びラチェット部材と（複数可）の相互作用の少なくとも４つの領域を提供される。具体的
には、計数器部材は、中央穴（２４３）を有する中央円筒（２４２）の周囲に、直立の歯
の２つの輪、歯の内部輪（２４１）、及び歯の外部輪（２４４）を提供される。歯（２４
４）の外部輪は、蓋（２２０）の底表面上に提供されるラチェット部材（２２４）との相
互作用及び係合のために配置される。外部歯輪（２４４）の歯は、相互作用のための２つ
の領域を備える：１の領域は、垂直の表面（２４７）（すなわち計数器部材の第２の領域
相互作用）であり、もう１つの領域は、傾斜した表面（２４８）（すなわち計数器部材の
相互作用の４つ目の領域）である。歯（２４１）の内部輪は、例証される実施形態の、索
引付け部材の外向き行程中、及び好ましくは索引付け部材帰還行程中にも、索引付け部材
（２３０）（すなわち計数器部材の相互作用の３つ目の領域）上の鋸歯突出部（２３５）
との相互作用及び係合のために配列される。計数器部材（２４０）の周辺の外辺部（２４
５）は、外向きに延びる、複数の周辺方向に均等に間隔を空けられた突出部（２４６）を
有する。計数器部材の相互作用の第１の領域を表す突出部（２４６）は、計数転送部材（
２５０）との係合及び相互作用のために配列される。
【００４６】
　計数転送部材（２５０）は、環状の底部（２５３）によって接合された内部（２５１）
及び外部（２５２）同軸円筒の形態である。複数の担持表面（２１８）は、ハウジング（
２１０）内の棚（２１１）上に配置され（図８参照）、その上で計数転送部材が安置し回
転する、低摩擦性表面を提供する。計数転送部材（２５０）の垂直の移動は、とりわけ投
与量計数器のハウジング内に保有される様態によって、好ましくは限定又は本質的に防止
される。図６ａは、計数転送部材（２５０）がハウジング（２１０）内に装着される様態
を示す。
【００４７】
　計数器部材及び計数転送部材は、独立して、輪、円筒、円盤、又は円錐を含む、様々な
形態で提供されることが理解されよう。２つの部材が入れ子になってもよいこともまた理
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解されよう。
【００４８】
　計数転送部材（２５０）の内部円筒（２５１）は、それが計数器部材（２４０）の中央
円筒（２４２）の内側で軸方向に摺動するような直径を有する。外部円筒（２５２）は、
薄い外部円筒形の表面（２５７）を有する。計数器部材（２４０）の外部の周辺の外辺部
（２４５）は、計数転送部材（２５０）の外部円筒（２５２）の内側表面（２５４）より
も直径が若干小さく、したがって計数転送部材（２５０）に対する、計数器部材（２４０
）の軸方向の（垂直の）移動及びハウジング（２１０）に対する計数器部材の回転移動を
可能にする。
【００４９】
　計数転送部材（２５０）は、計数器部材（２４０）との相互作用及び係合のための領域
を含む。具体的には数表示部材は、チャネルのどちらかの側面上で内向きに向いたリブ（
２５５）の１対を含む少なくとも１つのチャネル（２５６）、具体的には４つのチャネル
を含む。チャネルは、計数器部材（２４０）の対応する突出部（２４６）との係合及び相
互作用のために配列される。突出部（２４６）は、外向きに延び、計数転送部材（２５０
）のチャネル（２５６）を係合させる。望ましくは、突出部（２４６）は、すきまをほと
んど伴わずにチャネル（２５６）内に良好に嵌合する。例示的な実施形態ではチャネルは
、ほぼ垂直で、第１の軸線（Ａ）に対して平行であり、計数部材の回転又はらせん状の（
垂直の及び回転）移動は、ほぼ計数転送部材の回転移動を誘導するであろう。かかる実施
形態では、計数部材及び計数転送部材は、ほぼ並行して回転するであろう。他の代替的な
実施形態（図示されず）では、チャネルは、傾斜され、すなわち第１の軸線（Ａ）に対し
て角度をつけられてもよい。我々の同時係属の出願（２００９年１１月２３日に出願され
た英国出願第０９　２０４９９．１号、（Ｓｔｕａｒｔ））に詳述されるように、かかる
実施形態では、計数部材及び計数転送部材は、常に並行して計数を完了するが、投与量計
数器の動作にわたって常に並行して移動するわけではなく、この特徴は、特に一番最初の
投与量計数器動作の間に、患者によって直接印加される力を導くことによって（バネの代
償を伴わずに）、とりわけ構成要素とハウジングとの間の静摩擦を解放する利益を提供す
る。
【００５０】
　計数転送部材（２５０）は、ウォームとの相互作用（３００）のための第２の領域を含
む。具体的には、計数転送部材（２５０）の内部円筒（２５１）は、その下端部（すなわ
ち環状の底部（２５３）の下）で、水平及び同軸のギア（２８０）の中へ延び、それはし
たがって第１の軸線（Ａ）の周りを回転可能である（例えば、図４を参照されたい）。本
明細書では、ギア（２８０）は、計数転送部材の統合した部分であるが、代替的な実施形
態では、ギアは、計数転送部材に好適に直接的に固着又は間接的に結合された、別個の構
成要素である。計数転送部材のギア（２８０）（「第１のギア」）は、計数転送部材（２
５０）の回転が第１及び第２のギア（２８０、３０３）を介してウォームの回転（３００
）に変換されるように、ウォーム（３００）の末端部に同軸上に固着されたギア（３０３
）（「第２のギア」）と相互作用及び係合する。ウォームの回転（３００）は次に、ウォ
ームねじ山／フライト及び突出した部材（２７４）の相互作用及び係合を介して表示器部
材（２７０）を駆動する。
【００５１】
　図５ａは、計数転送部材（この部材はさもなければ示されない）のギア（２８０）及び
ウォーム（３００）のギア（３０３）を示すが、表示器部材を示さない、投与量計数器の
ハウジング（２１０）の中を垂直に下向きに見た、切欠等角図を示す。第１のギア（２８
０）の歯（３２４）が、第２のギア（３０３）の歯（３２５）を係合させることが見られ
る。ウォームのねじ山（３０４）は、可視的である。更に、投与量計数器（２００）の第
１の軸線（Ａ）及びウォーム（３００）のウォーム軸線（Ｗ）端面図は、十字になった破
線の交点によって示される。ウォームのギア（３０３）の最上に、組立中にウォームの配
向を可能にすることが意図された、シャフトから軸方向に延びる突出した平坦な円筒（３
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２７）を有する鍵穴形の凹所（３２６）が存在することが見られ得る。
【００５２】
　図５ｂは、とりわけ、第２のギア（３０３）の歯（３２５）を係合させる第１のギア（
２８０）の歯（３２４）、及び表示器部材（２７０）の内側表面（２７３）上の突出した
部材（２７４）のうちの少なくとも１つ（２７４ａ）を係合させるウォームねじ山（３０
４）の一部分を示す、投与量計数器のハウジング（２１０）の中を垂直に下向きに見た、
異なる切欠等角図を示す。表示器部材（２７０）の軸線（２７１）は、第１の軸線（Ａ）
を交差するように示されるが、垂直の平面における２つの軸線の間のこの図の角度は、可
視的でない。例証される投与量計数器の動作中、この図に対して、ギア（２８０）は、時
計回りに巻き、ギア（３０３）は、反時計回りに巻き、表示器部材（２７０）は、時計回
りに巻く。
【００５３】
　蓋（２２０）は、中央の円形の穴（２２１）を有するほぼ環状である。穴は、若干大き
めの半径である複数の周辺方向に均等に間隔を空けられた放射状の穴の延長部（２２２）
、及び複数の周辺方向に均等に間隔を空けられた小さい放射状の内向きの突出部（２２３
）を有する。蓋（２２０）の底表面上の中央穴（２２１）の周囲には、計数器部材（２４
０）との係合及び相互作用のための２つの領域を備える複数のラチェット部材（２２４）
があり、１つの領域は、垂直の表面（２２５）であり、もう１つの領域は、傾斜した表面
（２２６）である。蓋（２２０）の外部の周辺の縁（２２７）の周囲には、蓋（２２０）
をハウジング（２１０）に対して正確に配向し止着する手段を提供する複数の突出部（２
２８）が配置される。
【００５４】
　索引付け部材（２３０）は、ほぼ、中央穴（２３１）を有する円筒形のキャップ様の形
状である。索引付け部材（２３０）は、蓋（２２０）の放射状の穴の延長部（２２２）を
通過するように設計される、複数の周囲の城郭（２３２）を有する。索引付け部材（２３
０）はまた、蓋（２２０）の内向きの突出部（２２３）を収容するように設計される複数
の周囲の溝（２３３）を有する。これらの特徴の混合は、索引付け部材を投与量計数器内
に止着しながら、蓋に対する、索引付け部材の軸方向の（垂直の）移動を許容する。索引
付け部材（２３０）の底周辺の縁（２３４）上には、複数の周辺方向に均等に間隔を空け
られた鋸歯突起（２３５）が、計数器部材（２４０）上の歯（２４１）の内部輪との相互
作用のために提供される。索引付け部材の上部は、城郭支持壁（２３７）及びくぼんだ、
円筒形の空間を定める周辺の隆起部（２３６）を含む。
【００５５】
　付勢手段を提供するバネ（２６０）は、環状の板バネの形態であり得る。板バネ（２６
０）は、複数のバネ要素（２６２）を備える環状の輪（２６１）又は輪の周辺上の放射状
の突起からほぼらせん状に（輪と同軸上で）延びる板を有する。板バネ（２６０）の内部
周辺の縁（２６３）は、板バネ（２６０）の底表面が計数転送部材（２５０）の環状の底
部（２５３）の最上面（２５９）と係合するように、計数転送部材（２５０）の内部円筒
（２５１）外部表面（２５８）よりも直径が若干大きい。バネ要素（２６２）は、それら
が計数器部材（２４０）の底表面と係合するように、板バネ（２６０）から上向きに付勢
される。板バネ（２６０）は、したがって計数器部材（２４０）を、計数転送部材（２５
０）の環状の底部（２５３）から軸方向に離れて、索引付け部材（２３０）上の鋸歯突起
（２３５）の方へ、及びラチェット部材（２２４）の方へ、付勢する。したがって歯（２
４４）の外部輪は、ラチェット部材（２２４）の方へ付勢され、歯（２４１）の内部輪は
、鋸歯突起（２３５）の方へ付勢される。動作の任意の段階で係合するこれらの歯の対は
、索引付け部材（２３０）及び計数器部材（２４０）の相対的な回転位置によって決定さ
れる。
【００５６】
　投与量計数器ハウジング（２１０）は、蓋（２２０）をハウジング（２１０）に止着す
る手段を提供するために、蓋（２２０）の突出部（２２８）と係合するための複数個の挟
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み機能（２１２）を備える、ほぼ円筒形の本体を有する。２つの前方脚（２１３）は、投
与量計数器（２００）の、作動装置の内部表面との係合のために提供される（例えば、図
１に例証されるタイプの作動装置）。上述のように、図３に示される実施形態のハウジン
グの側壁（２１４）は、透明な物質から作製される。
【００５７】
　図８は、図３に示される投与量計数器のハウジング（２００）の中を見る図を示す。投
与量計数器（２００）は、表示器部材（２７０）をハウジング（２１０）の先細のハウジ
ング区分に挿入することによって組立てられてもよい。ウォーム（３００）は、垂直の柱
（２１９）の上に落下される。計数転送部材（２５０）は、次いで挿入され、ハウジング
（２１０）の棚（２１１）上に着座される。計数転送部材は、表示器部材（２７０）の上
に位置し、計数器転送輪部材のギア（２８０）は、ウォーム（３００）のギア（３０３）
を係合させる。板バネ（２６０）、計数器部材（２４０）、及び索引付け部材（２３０）
は次いで、計数転送部材（２５０）の上部に順番に組立てられ得、最後に蓋（２２０）が
、索引付け部材（２３０）の周囲の城郭（２３２）の周りに嵌合され得る。上述のように
、蓋（２２０）は、突出部（２２８）及び関連する挟み機能（２１２）の係合によって、
投与量計数器ハウジング（２１０）と係合させられるスナップ嵌めである。蓋（２２０）
及びハウジング（２１０）は、圧入接続による等の別の方法で接続されてもよく、又は超
音波で若しくは別の方法で溶接されてもよい。
【００５８】
　図２及び３に例証される例示的な投与量計数器は、具体的に、圧力調整された定量吸入
器の作動装置における使用に好適である。図１と組み合わせて図２及び３、具体的には、
図１に示される投与量計数器の概説される輪郭形、及び図２に示される対応する輪郭形を
参照すると、図２及び３の投与量計数器（２００）は、作動装置のノズルブロック（２１
）の近く及び周囲の容器（１６）の真下にほぼ位置付けられる作動装置（２０）の内部内
に好適に装着されてもよいことが認識されよう。更に、索引付け部材（２３０）の城郭（
２３２）は、フェルール（１８）を包囲してもよいことが認識され得る。フェルールは、
城郭支持壁（２３７）（図２参照）及び周辺の隆起部（２３６）内に定められた、くぼん
だ、円筒形の領域内に位置してもよい。図１からは容易に明白ではないが、投与量計数器
（２００）の脚（２１３、１つが図２で可視的）は、作動装置（２０）の底床（３２）と
好適に係合してもよい。
【００５９】
　図１に示されるような圧力調整された定量吸入器を備える、図２又は３に例証されるよ
うな投与量計数器の動作は、下記に、２つの部分で記載される：（１）計数器部材及び計
数転送部材の移動、並びに（２）ウォーム及び表示器部材の移動。
【００６０】
　投与量計数器（２００）の安静位で、蓋（２２０）の底表面上に配置されるラチェット
部材（２２４）の垂直の表面（２２５）は、計数器部材（２４０）上の歯（２４４）の外
部輪の垂直の表面（２４７）と係合させる。また、計数器部材（２４０）の外部外辺部上
の突出部（２４６）は、計数転送部材（２５０）の外部円筒（２５２）の内部側面上のチ
ャネル（２５６）と係合させる。板バネ（２６０）は、計数器部材をその最上部の垂直の
位置へと更に促す。投与量計数器バネによって提供される付勢と一緒になった前述の領域
の係合は、保管及び取扱中に、計数器部材及び計数転送部材が、いかなる回転移動を経る
ことも防止する。フェルール（１８）は、索引付け部材（２３０）の周辺の隆起部（２３
６）上に安置していてもよく、又はフェルール（１８）は、索引付け部材（２３０）から
離れて安置してもよい。索引付け部材の鋸歯突起（２３５）は、計数器部材（２４０）の
内部輪歯（２４１）上に安置していてもよい。
【００６１】
　ユーザーがエアゾール容器（１６）を押下げて、吸入器（５）の作動を開始するとき、
ノズルブロック（２１）の方へのエアゾール容器の下向きの垂直の移動が、フェルール（
１８）の係合を引き起こし（それがすでにそのようになっていない場合）、次いで索引付
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け部材（２３０）の周辺の隆起部（２３６）を押下げ、したがって索引付け部材の下向き
の垂直の移動を引き起こし、それが索引付け部材の外向き行程を開始する。次いで、索引
付け部材（２３０）の鋸歯突起（２３５）は、係合し（それらがすでにそのようになって
いない場合）、計数器部材（２４０）の内部輪歯（２４１）を押下げる。相互作用のこれ
らの領域は、好ましくは対向する角度表面を有するように構成され、力が印加されるとき
、鋸歯突起（２３５）及び内部歯輪（２４１）が計数器部材（２４０）に回転を促すよう
に配列される。しかしながら、最初に、ラチェット部材（２２４）及び外部歯輪（２４４
）（すなわち各々の垂直の表面（それぞれ２２５及び２４７））は、依然として係合して
おり、計数器部材（２４０）のいかなる回転移動も限定する。故に、印加される力は、索
引付け部材（２３０）が垂直に下向きに移動するように誘導し、索引付け部材は、次に、
計数器部材（２４０）が、板バネ付勢手段要素（２６０）からの対向する力に逆らって下
向きに垂直の又は本質的に垂直の方向に移動するように誘導する。計数器部材（２４０）
が垂直に又は本質的に垂直に下向きに移動するとき、計数器部材突出部（２４６）もまた
、計数転送部材（２５０）のチャネル（２５６）内で対応して垂直に下向きに移動する。
【００６２】
　容器に対するユーザーからの下向きの力が継続するとき、計数器部材（２４０）は、ラ
チェット部材（２２４）が計数器部材（２４０）から係脱するまで、（本質的に）垂直に
下向きに継続して移動することになる。しかしながら、ラチェット部材から係脱する前に
、ユーザーが容器に対するその力を軽減する場合、計数器部材（２４０）は、第１の安静
位置に帰還することになり、投与量計数は記録されないことになる。
【００６３】
　患者が継続してエアゾール容器（１６）を押下げる間、索引付け部材（２３０）及び計
数器部材（２４０）は、計数器部材の外部歯（２４４）がラチェット部材（２２４）から
係脱するような時まで（具体的には各々の垂直の表面（それぞれ２４７及び２２５）が係
脱するまで）、継続して下向きに移動する。係脱すると、投与量計数は確定され、従って
反転不可能となる。更に、係脱すると、計数器部材は、自由に回転でき、付勢の力の下で
回転することになる。適用可能な場合（すなわちユーザーが容器を継続して押下げて、吸
入器の作動を完了する場合）、計数器部材はまた、索引付け部材を介して、ユーザーの力
の下に、垂直に下向きに継続して移動することになる。上述のように、索引付け部材（２
３０）及び計数器部材（２４０）の相互作用の領域は、索引付け部材（２３０）の鋸歯突
起（２３５）及び計数器部材（２４０）の内部歯輪（２４１）を含む。領域の角度表面（
２３５及び２４１）は、例えば、板バネ（２６０）によって力が印加されるとき、領域が
互いの方へ垂直に促されるように構成及び配列され、索引付け部材（２３０）が回転でき
ないため、鋸歯突起（２３５）と内部歯輪（２４１）との間の相互作用は、今度は計数器
部材（２４０）の回転を引き起こす。計数転送部材は、計数器部材の回転移動と本質的に
並行して回転する。再び、適用可能な場合、計数器部材は、全体としての移動が本質的に
らせん状の移動であるように、垂直に同時に移動してもよいが、計数転送部材の回転移動
を誘導するのは、一般的には回転構成要素である。
【００６４】
　とりわけ工学的許容度に起因して、投与周期及び投与量計数周期の帰還不可の点を同期
化させることは通常困難であり、したがって一般的に、投与量計数器に対する帰還不可の
点は、通常は過少に計数するよりむしろ過大に計数する傾向があるように、典型的にはデ
ィスペンサーのそれよりも早いように意図的に設定される。したがって典型的には投与量
計数器に対する帰還不可の点の後に、ユーザーは、吸入器の作動を引き起こすために、典
型的には依然として容器に対して幾らかの更なる力を印加する必要がある。
【００６５】
　患者は、定量が解放されるまで、典型的にはエアゾール容器（１６）に対して力を継続
して印加することになる。典型的にはこれは、薬剤を解放する前に投与量数が確定された
ことを確実にするために、上述の係脱後間もなく発生することになり、故に、投与された
投与量を過少に計数するいかなる可能性も最小化する。薬剤が解放された後、ユーザーは
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、エアゾール容器に対して力を継続して印加してもよく（そしてほとんどの場合はそうす
る）、したがって索引付け部材（２３０）の継続した外向き行程を誘導する。この移動は
、しかしながら、ほぼ投与量計数器がその計数動作を完了するために必要でない。この移
動中、計数器部材（２４０）は、計数器部材の突出部（２４６）が計数転送部材（２５０
）のチャネル（２５６）の底に到達するまで、垂直に下向きに移動することができる。
【００６６】
　吸入器のユーザーがエアゾール容器（１６）に対する圧力を解放するとき、索引付け部
材に対する力が解放され、弁フェルール（１８）が弁中のバネ（２４）によって索引付け
部材から離れて上向きに付勢されるため、索引付け部材は、その帰還行程を開始すること
が可能となる。更に、計数器部材（２４０）は、板バネ（２６０）の力の下に、ラチェッ
ト部材（２２４）の方へ垂直に上向きに促され、それによって索引付け部材（２３０）を
垂直に上向きに移動する。計数器部材が継続して垂直に上向きに移動するとき、ラチェッ
ト部材（２２４）の傾斜した表面（２２６）及び計数器部材（２４０）の歯（２４４）の
外部輪の傾斜した表面（２４８）は、係合する。二組の傾斜した表面（２２６、２４８）
は、計数器部材（２４０）が、結果的に生じる板バネ（２６０）の力の下で更なる垂直の
上向きの移動を経るように構成及び配列され、固定されたラチェット部材（２２４）の傾
斜した表面上の計数器部材の該傾斜した表面の係合及び摺動は、計数器部材（２４０）の
更なる回転移動を誘導し、それは次に、計数転送部材の更なる回転移動を誘導する。計数
器部材の最後の回転移動は、その所定の計数運動の完了を許容する。計数器部材が、垂直
の上向きに移動し、回転してその所定の計数運動を完了するとき、索引付け部材は、垂直
に上向きに、継続的に移動され、各鋸歯突起（２３５）は、２組の傾斜した表面（２２６
、２４８）の間の相互作用の付勢下でそれらが垂直にそれを行うことが可能となったとき
、内部の一組の歯（２４１）の歯上を移動する。索引付け部材（２３０）、板バネ（２６
０）、及び計数器部材（２４０）は、計数器部材の各組の歯（２４１、２４４）が１つの
歯によって増分されている第２の安静位に帰還し、計数転送部材（２５０）は、１つの計
数に対応する増分を回転させた（したがって第１のギア（２８０）に伴う計数転送部材（
２５０）もまた１つの歯によって増分されている）。
【００６７】
　ウォーム及び表示器部材の動作は、上述の動作、具体的には第１及び第２のギア（２８
０、３０３）を介した計数転送部材の回転に連結される。
【００６８】
　投与量計数器（２００）の、索引付け部材（２３０）、計数器部材（２４０）、及びバ
ネ（２６０）の動作は、回転増分の計数転送部材（２５０）を駆動し、それは上から見た
とき時計回りの方向である。計数転送部材（２５０）の第１のギア（２８０）は、典型的
には、２０個の歯を有し（例えば、図５ａ又はｂを参照されたい）、結果的にそれは２０
計数後、各歯が１投与量の数に相当する完全な回転を引き起こす（時計回りに）。第２の
ウォーム（３００）のギア（３０３）は、典型的には１０個の歯（例えば、図５ａ又はｂ
を参照されたい）を有し、結果的にそれは１０計数後、各歯が１投与量の数に相当する完
全な回転を引き起こす（反時計回りに）。第１のギアの第２のギアとのギア比は、したが
って２対１である（２０対１０個の歯）。各例証される例示的な投与量計数器のウォーム
は、１計数毎に３６度移動し、表示器部材を約１．５度回転させる。ウォームの回転の表
示器部材の回転とのギア比はしたがって２４対１である（３６度～１．５度）。図５に示
される配向に対して、ウォームは、反時計回りに巻き、表示器部材は、時計回りに巻く。
【００６９】
　図７ａは、計数前の第１の安静位の表示であり、図７ｂは、１つの単回計数後の第２の
安静位の表示であり、すなわちウォームが表示器部材を約１．５度回転させる場所である
。表示器部材の移動を追跡する際の容易性のために、「２７４ａ」と標識化される突出し
た部材は、陰影をつけられる。図７ａでは、ねじ山（３０４）の上部終端末端部（３０７
）（の垂直の面）が見られ得（右に）、この末端近くの部分は、表示器部材の突出した部
材（２７４ｚ）と係合させられる。例証される例示的な実施形態では、ねじ山は、望まし
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くは約３６７°巻き、ねじ山のもう１つの下部の終端末端部（３０６）の近くのねじ山の
部分は、上部終端末端部（３０７）の近くの部分によって係合させられる突出した部材（
２７４ｚ）に続いて、突出した部材（２７４ａ）と係合させられる。
【００７０】
　第１及び第２のギアがウォームに１計数につき３６度の回転を引き起こした後、図７ａ
及び７ｂから、ねじ山の上部／末端部（３０７）が示される平面から出て（紙面の後方か
ら出て）動き、突出した部材２７４ｚを係脱させている一方で、下部ねじ山の回転移動が
、続く突出した部材（２７４ａ）を上向きに押し、表示器部材の１．５度の回転を引き起
こしていることが理解され得る。図３のねじ山の実例にほぼ示されるように、突出した部
材を備えるねじ山の一部分の最初の係合を容易にするために、ねじ山の底（導入）末端部
の垂直の面の最上の面取りの形態で、何らかの導入部を提供することが望ましい可能性が
ある。
【００７１】
　図７ｃは、ウォームが９０度（２と３との計数の間）、図７ｄは、１８０度（５計数）
、図７ｅは、２７０度（７と８との計数の間）、図７ｆは、３５０度（ほぼ１０計数）、
図７ｇは、３６０度（１０計数）回転した位置を例証する。
【００７２】
　上述のように、第２の軸線及びウォーム軸線は、互いに対して垂直の整列にない。第２
の軸線は、好ましくはウォーム軸線に対して鈍角に配置されてもよく、より好ましくは互
いに対して９５度以上、更により好ましくは互いに対して１００度以上、なおも更により
好ましくは互いに対して１０５度以上、最も好ましくは互いに対して１１０度以上の鈍角
に配置される。ほぼウォーム及び表示器部材の動作的係合における容易性のために、第２
の軸線及びウォーム軸線は、好ましくは互いに対して１４５度以下、より好ましくは互い
に対して１３５度以下、更により好ましくは互いに対して１２５度以下、最も好ましくは
互いに対して１２０度以下の鈍角に配置される。
【００７３】
　ウォームと第２の軸線との間の角度に対して、ウォーム軸線からウォームフライトの外
縁までのウォームの断面の半径がウォーム軸線に沿ってほぼ増加するウォームを提供する
ことは有利であることが見出されている。これはとりわけ、ウォームのねじ山の部分を備
える表示器部材上の１以上の突出した部材のかみ合わせを促進し、ほぼウォーム軸線と第
２の軸線との間の角度が大きいほど、ウォームの前述の断面の半径の増加の勾配が増す。
ウォームねじ山が突出した部材（複数可）に対してほぼ接線の（第２の軸線に対して）ト
ルクを提供するように、ウォーム及び／又は表示器部材の突出した部材の、構成及び／又
は位置を望ましく配列する（具体的にはそのねじ山）ことは更に有益である。ねじ山と突
出した部材（単数又は複数）との間の効率的及び効果的係合を更に促進するために、及び
／又はウォームの成形の容易性のために、傾斜の異なる５区分のウォームのねじ山を提供
することは有利であることが見出されており、具体的には２つの末端部に接する区分は、
ほぼ水平であり、中央のほぼ水平の区分を備える２つのほぼ持ち上がった区分に接続され
る。
【００７４】
　ウォーム（３００）が９０度（図７ｃ）まで回転するとき、ねじ山の持ち上がった区分
は、突出した部材（２７４ａ）を上向きに担持し、それがその柱（２１９）上で回転する
とき負荷を取る。５計数後、ウォーム（３００）が図７ａの位置から図７ｄに示される位
置まで１８０度回転し、それが突出した部材（２７４ａ）をその水平端まで動かしており
（すなわち図５ｂの左側の端位置まで）、その場所で、突出した部材は、今度はねじ山の
中央のほぼ水平の部分によって担持される。ウォーム（３００）が図７ｅに示される位置
まで２７０度回転した後、第２の持ち上がった区分によって担持されている突出した部材
（２７４ａ）は、更に上向きに駆動されおり、表示器部材は、７と８との計数の間の半ば
に相当する１１．２５度巻いている。ウォーム（３００）が、図７ｆに示される位置まで
３５０度回転した後、突出した部材は、上部のほぼ水平のねじ山部分によって担持される



(17) JP 6114033 B2 2017.4.12

10

20

30

40

。またこの位置で、ねじ山（３０４）によって係合させられる１つのみの突出した部材（
２７４ａ）が存在するが、ウォームが回転の更なる１０度を巻いて、回転の３６０度を完
了して（１０計数に相当する）、図７ｇに示される位置に到達するとき、ねじ山の下端部
、すなわちその部分は、次に続く突出した部材（２７４ｂ）を係合させる。前の突出した
部材（２７４ａ）は、依然としてねじ山の上部末端部の近くの部分によって係合させられ
る。図７ｇに示される位置は、表示器部材が１５度回転させられており、したがって突出
した部材の異なる対が係合させられることを除いて、図７ａに示される位置に等しい（２
７４ｚ及び２７４ａの代わりに２７４ａ及び２７４ｂ）。
【００７５】
　例証される例示的な投与量計数器では、その所定の２００計数を超えた、及びゼロを超
えて前進する継続した使用による、表示器部材計数を回避するために、表示器部材上の停
止機能（２７５、図４に示される）は、ハウジングの内側上の類似した機能（３２９、図
８に示される）と接触する。類似した停止機能は、国際公開第２００７／１２４４０６号
に記載される。
【００７６】
　ゼロを超えて前進する投与量計数器の表示器部材を停止するための代替的な機構は、ウ
ォームねじ山の失速又は妨害を伴う。これは、最終駆動された突出した部材の後に、突出
した部材（複数可）を有さないこと（例えば、少なくとも次の突出した部材がさもなけれ
ばそこに存在する場所まで延びるために十分な幅の間隙を提供すこと）、又は代替的に、
捕捉されるべきではないが仮にデバイスが継続する場合には捕捉されるであろう、最終駆
動された突出した部材と続いての突出した部材との間の間隙よりはむしろ、継続的な表面
を有することのいずれかによって、達成することができる。間隙が提供される場合、ウォ
ームフライトは、表示器部材の駆動を止めることになり、ゼロの表示を伴って定置に留ま
ることになるであろう。動力伝達系を更に遡る投与量計数器構成要素は、影響を受けず、
作動手段の作動（例えば、弁）は、依然として可能であろう。突出した部材との間の間隙
がないか、又は停止機能が使用されるかのいずれかの場合の選択肢のために、ウォームは
、表示器部材の中で妨害し、いかなる回転も防止するであろう。これは表示器部材、ウォ
ーム、計数器部材、及び計数転送部材を妨害するのみであり得る一方で、索引付け部材の
変換が可能であり得、したがって作動手段の作動（例えば、弁）が依然として可能であろ
う。
【００７７】
　投与量計数器の上述の例示的な実施形態は、圧力調整された定量吸入器を参照して説明
される。しかしながら、投与量計数器が、相互作動手段、例えば、圧力調整された経鼻定
量デバイス、乾燥粉末吸入器、又はポンプスプレーデバイスを有する他の作動装置、ディ
スペンサー、又は吸入器と共に使用するために適合させられてもよいことは当業者にとっ
て明白となるであろう。
【００７８】
　投与量計数器は、投与量計数器の強度及び信頼性を最大化しながら、そのコスト及び重
量を最小に抑えるために、ほぼプラスチック構成要素から構築される。これに対する最も
一般的な例外は、プラスチック又は金属、具体的には鋼鉄又はバネ鋼鉄から形成されても
よい、付勢手段要素である（それは上述のように、バネ、例えば、コイルバネ又は板バネ
であってもよい）。金属構成要素が使用される場合、腐食及び／又は酸化に耐える金属製
物質が望ましくは選択される。
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